
令和６年度集団指導

令和６年度報酬改定について

福島県障がい福祉課
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１ 横断的な改定事項（共通）
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１横断的な改定事項（共通）
令和６年４月以降、各サービスで様々な取り組みが義務化

○以下の３つは現時点で減算等のペナルティは無し

（１）個別支援計画を相談支援事業所に提出する

（２）個別支援計画の策定のためにサービス管理責任者と

担当者が開催する会議に利用者本人を出席させ、

本人の意向を確認する（訪問系サービス、短期入所を除く）
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１横断的な改定事項（共通）

（３）感染症及び食中毒の予防並びにまん延の防止に関する取組

・委員会の設置・運営（従業員への結果周知）

・指針の整備（平常時の対策・発生時の対応）

・従業員に対する研修・訓練の定期的な開催

・感染症防止に係る担当者を置く

・厚労省『障害福祉サービス事業所等における感染対策指針作

成の手引き 』を参照
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１横断的な改定事項（共通）
○業務継続計画未策定減算（新）

・感染症や災害の発生に備えた「業務継続計画（ＢＣＰ）」の策定が義務化。

計画を策定していない、もしくは計画に基づく措置を実施していない事業所に
減算を適用。

・入所系サービス…100分の3単位の減算
療養介護、障害者支援施設（施設入所支援＋α）、共同生活援助、宿泊型自立

訓練

・その他サービス…100分の1単位の減算
訪問系、通所系サービス各種

・厚労省ＨＰ『感染対策マニュアル・業務継続ガイドライン等』を参照
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１横断的な改定事項（共通）
○虐待防止措置未実施減算（新）

・以下の取り組みをしていない事業所に減算適用。

①虐待防止委員会を定期的に開催し、その結果を従業者に周知徹底する

②虐待防止に関する研修を定期的に実施する

③虐待防止に係る担当者を置く

・全サービス…100分の1単位の減算
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１横断的な改定事項（共通）
○身体拘束廃止未実施減算（R5から減算率アップ）

・以下の取り組みをしていない事業所に減算適用。

①身体拘束を行う場合、その内容、時間、利用者の状況及び緊急かつ
やむを得ない理由等の必要な事項を記録する

②身体拘束適正化委員会を定期的に開催し、その結果を従業者に周知徹
底する

③身体拘束の適正化のための指針を整備する

④身体拘束の適正化のための研修を定期的に実施する

・入所系サービス…100分の10単位の減算

・訪問系・通所系サービス…100分の1単位の減算
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１横断的な改定事項（共通）
○情報公表未報告減算（新）

・事業者はサービス内容等を指定権者（県または中核市）に報告する義務があり、
当該報告及び県等による公表は「障害福祉サービス等情報公表システム」（WAM 
NET）により実施されている。

・令和６年報酬改定にて、情報公表未報告の事業所に対する減算が規定された。

・令和６年４月１日時点（新規の場合は指定時）の内容について、以下の期限内に
報告がない場合は減算を実施する予定。

既存の事業所…令和６年７月３１日まで

新規指定を受けた事業所…指定日から１ヶ月以内

・入所系サービス…100分の10単位の減算

・訪問系・通所系サービス…100分の5単位の減算

・福島県障がい福祉課ＨＰ『障害福祉サービス等情報公表制度について』を参照
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２ 訪問系サービス

2-1 居宅介護
2-2 重度訪問介護
2-3 行動援護
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2-1 居宅介護
○通院等介助の対象要件見直し

始点か終点のどちらかが居宅となる場合には、通所系障害福祉サービス
事業所等から目的地（病院等）への移動等に係る通院等介助等に関しても、
同一の事業所が行うことを条件に、支援の対象となるようになった。
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2-1 居宅介護
○サービス提供責任者に係る暫定措置の廃止

・居宅介護のサービス提供責任者について、「居宅介護職員初任者研修
（旧ホームヘルパー２級）課程の研修を修了した者であって、３年以上
介護等の業務に従事したものをサービス提供責任者とする」という暫定
措置が廃止される。

・上記に伴い、「居宅介護職員初任者研修課程修了者をサービス提供責任
者として配置し、当該者が作成した居宅介護計画に基づいて居宅介護を
行う場合は、所定単位数30％減算する」措置も廃止。
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2-2 重度訪問介護
○熟練従業者による同行支援の見直し
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2-3 行動援護
○基本報酬の見直し

・強度行動障害を有する者のニーズに応じた専門的な支援を行うようにす
るため、短時間の支援の評価するようになった

・所要時間３時間未満…単価増額／所要時間３時間30分以上…単価減額

○サービス提供責任者等の要件に係る経過措置の延長

行動援護のサービス提供責任者及び従業者の要件における、「介護福祉士や実務
者研修修了者等を行動援護従業者養成研修課程修了者とみなす」という経過措置に
ついて、令和９年３月31日まで延長し、その後廃止する。
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３ 入所系サービス

3-1 施設入所支援・ＧＨ共通
3-2 施設入所支援
3-3 共同生活援助
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3-1 施設入所支援・ＧＨ共通
○地域連携推進会議の設置（R6努力義務、R7より義務化）

・地域の関係者を含む外部の目を定期的に入れる取組を義務付ける。

① 利用者及びその家族、地域住民の代表者、当該サービスについて知見を有する
者並びに市町村の担当者等により構成される地域連携推進会議を開催し、おおむ
ね１年に１回以上、運営状況を報告するとともに、必要な要望、助言等を聴く機
会を設けなければならない。

② 会議の開催のほか、おおむね１年に１回以上、会議の構成員が事業所を見学す
る機会を設けなければならない。

③ ①の報告、要望、助言等についての記録を作成し、これを公表する。

・日中サービス支援型ＧＨの場合、従来からの「協議の場の設置」とは別に上記
①～③の実施が必要
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3-1 施設入所支援・ＧＨ共通
○医療機関との連携強化・感染症対応力の向上

・感染症発生時に備えて平時から一定の体制を構築している事業所を評価

障害者支援施設等感染対策向上加算（Ⅰ） 10単位／月 （新設）

以下の①～③のいずれにも適合する場合算定できる

①第二種協定指定医療機関（※）との間で、新興感染症の発生時等の対応を行う
体制を確保していること。

②協力医療機関等との間で感染症の発生時の対応を取り決めるとともに、感染症
の発生時に、協力医療機関等と連携し適切に対応することが可能であること。

③医科診療報酬点数表の感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算に係る届出
を行った医療機関が行う院内感染対策に関する研修又は訓練に１年に１回以上
参加していること。

※ 新型インフルエンザ等感染症等の患者（と思われる者）の診療を行う医療機関
として都道府県知事が指定した病院又は診療所
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3-1 施設入所支援・ＧＨ共通
○医療機関との連携強化・感染症対応力の向上

障害者支援施設等感染対策向上加算（Ⅱ） ５単位／月 （新設）

医科診療報酬点数表の感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関から３年に
１回以上実地指導を受けているものとして都道府県知事に届け出た指定施設入所
支援等の単位において、１月につき所定単位数を加算する。

・新興感染症等の発生時に必要な体制を確保した上で施設内療養を行った
事業所を評価する加算を新設

新興感染症等施設療養加算 240単位／日 （新設）

入所者が別に厚生労働大臣が定める感染症（今後のパンデミック発生時に必要に
応じて指定）に感染した場合に、相談対応、診療、入院調整等を行う医療機関を
確保している指定障害者支援施設等において、当該入所者に対し、適切な感染対
策を行った上で、指定施設入所支援等を行った場合に、１月に５日を限度として
所定単位数を加算する。

18



3-2 施設入所支援
○基本報酬の定員区分の細分化

定員数の変更をしやすくするため、従来の20人毎の区分から10人毎の
区分に変更。（下限は引き続き「40人以下」）

○送迎加算の要件見直し（通所系事業所）

従来は施設入所者は対象外であったが、施設－通所系事業所間の送迎
でも算定できるようになった。（両施設が同一敷地内または隣接して
いる場合を除く）
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3-2 施設入所支援
○地域移行のための取り組みを推進する改正

●意向確認について、以下を運営基準に規定（努力義務、R8より義務化）

①地域移行及び施設外の日中サービス利用の意向を定期的に利用者に

確認する「地域移行等意向確認担当者」を選任する

②地域移行等意向確認の指針（意向確認のマニュアル）を整備する

●地域移行促進加算（Ⅱ） 60単位／日 （新設）

利用者に通所サービスやグループホームの見学・体験利用等を行う等、

地域移行に向けた支援を実施した場合算定可。

20



3-2 施設入所支援
○地域移行のための取り組みを推進する改正

●地域移行支援体制加算 （新設）

①前年度に退所し、地域生活が６ヶ月以上継続している者が１人以上いる

②指定権者（県・中核市）に定員数を減少させる変更届を提出している

以上の要件を満たす場合、１日につき「所定単位数×減少した定員数」を算定可

（１年間を限度とする）
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3-2 施設入所支援
○夜間看護体制加算の拡充

・夜勤職員配置体制加算を算定している施設がサービス提供の際、生活支
援員に看護職員を１配置している場合、60単位／日加算。（現行通り）

・生活支援員に代えて配置した看護職員が１を超える場合、「35単位×追
加的に配置した人数」に相当する単位数を上記に加算可能。（新規）

○通院支援加算 17単位／回 （新設）

入所者に対し、通院に係る支援を実施した施設について、１月に２回を
限度として、所定単位数を算定する。
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3-3 共同生活援助
○基本報酬区分の見直し

・利用者：世話人の比率で４:１、５：１、６:１の３種類の報酬区分があったもの
を６:１に統一

・上位の報酬区分がなくなった代わりに、基準上の必要人員から一定水準以上の
人員を配置している事業所に対し人員配置体制加算を算定

・人員配置体制加算（Ⅰ）（新規）

特定従業者換算方法で12:1以上
必要人員から世話人・生活支援員
を加配している場合算定

・人員配置体制加算（Ⅱ）（新規）

特定従業者換算方法で30:1以上
必要人員から世話人・生活支援員
を加配している場合算定
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人員配置体制加算（Ⅱ）

特定従業者数換算方法で30:1以上

共同生活援助サービス費（Ⅰ）

4:1

共同生活援助サービス費（Ⅱ）

5:1

共同生活援助サービス費（Ⅲ）

6:1

改正前 改正後

共同生活援助サービス費（Ⅰ）

6:1

人員配置体制加算（Ⅰ）

特定従業者数換算方法で12:1以上



3-3 共同生活援助
○人員配置体制加算について

・加配すべき職員数は「特定従業者換算方法（※）」で算定
※常勤勤務時間を40時間とみなして勤務時間を従業者の員数に換算する方法
→常勤勤務時間が40時間未満の場合、「調整数」として追加の時間数が必要
（常勤勤務時間が短い方が人員配置上有利になる不公平を是正する措置）

例：利用者12名（区分5が6名、区分4が6名）、常勤勤務時間32時間／週の場合

●必要勤務時間数
・必要生活支援員数…（6÷4）＋(6÷6）＝2.5人

時間数換算：2.5×32＝80時間（Ａ）

・必要世話人数…12÷6＝2人
時間数換算：2×32＝64時間（Ｂ） 総時間数（Ａ＋Ｂ）＝144時間／週（Ｃ）

●調整数（常勤勤務時間を40時間／週とした場合、追加で必要な時間数）
常勤勤務時間の差：40-32＝8時間／週
必要直接処遇職員数：2.5（生活支援員）＋2（世話人）＝4.5人
特定従業者換算方法で追加的に必要な時間数：4.5×8＝36時間／週（Ｄ）
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3-3 共同生活援助
○人員配置体制加算について

●加配数（必要勤務時間数＋調整数から追加で加配する勤務時間数）

・人員配置体制加算（Ⅱ）を取る場合、特定従業者換算方法で30:1以上加配
→追加で必要な人員は12÷30＝0.4人分、時間数換算で0.4×40＝16時間必要
→計144（Ｃ）＋36（Ｄ）＋16＝週196時間の世話人・生活支援員の勤務が必要

・人員配置体制加算（Ⅰ）を取る場合、特定従業者換算方法で12:1以上加配
→追加で必要な人員は12÷12＝1人分、時間数換算で1×40＝40時間必要
→計144（Ｃ）＋36（Ｄ）＋40＝週220時間の世話人・生活支援員の勤務が必要
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3-3 共同生活援助
○グループホームから一人暮らしへの移行支援
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3-3 共同生活援助
○グループホームから一人暮らしへの移行支援

●自立生活支援加算（Ⅰ） 1,000単位／月 （新設）

居宅における単身等での生活を本人が希望し、かつ可能と見込まれる利用者
（※１）の退居に向け、個別支援計画を見直した上で、一人暮らし等に向けた支援
（※２）を行った場合に、変更後の計画の交付月から６月間に限り所定単位数を加
算する。

※1 単身生活の意向や意思表明が明確でない者、事業所都合で退所する者は対象外

※2 利用者の個々の状況等を考慮した上で、以下の内容を含む支援を行うこと

①住居の確保に係る支援

②生活環境の変化に伴い必要となる情報提供・助言（ゴミ捨て、家電の使い方、
買い物の場所等の確認を本人と共に実施する）

③他の障害福祉サービス事業者や医療機関との連絡調整（サービス担当者会議等
への出席、事業所・医療機関等への同行支援など）
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3-3 共同生活援助
○グループホームから一人暮らしへの移行支援

●自立生活支援加算（Ⅰ） 1,000単位／月 （新設） 【続き】

・介護サービス包括型、外部サービス利用型が対象（日中型は算定不可）

・居住支援法人又は居住支援協議会に対して、月に１回以上、利用者の住宅の確保
及び居住の支援に必要な情報を共有した場合に、更に１月につき35単位を加算

・居住支援法人と共同して、利用者に対して在宅での療養上必要な説明及び指導を
行った上で、自立支援協議会や保健・医療・福祉等の関係者による協議の場に対
し、住宅の確保及び居住支援に係る課題を報告した場合に、更に１月につき500 
単位を加算

●自立生活支援加算（Ⅱ） 500単位／月

従来の自立生活支援加算と同一。日中サービス支援型のみ対象。

28



3-3 共同生活援助
○グループホームから一人暮らしへの移行支援

●自立生活支援加算（Ⅲ） 80単位／日（３年以内の場合）（新設）
以下の①～⑦すべてを満たす事業所において、単身等での生活を本人が希望し、

かつ可能と見込まれる利用者に必要な支援をした場合、１日につき算定

①利用者の希望を踏まえた上で、一定期間の支援の実施により、その退居後に一人
暮らし等へ移行することを目的とした住居（移行支援住居）を１以上有すること。

②移行支援住居の定員が２人以上７人以下であること

③事業所に置くべきサービス管理責任者に加え、専ら移行支援住居に入居する利用
者に対する支援に従事するサービス管理責任者であって、かつ、社会福祉士又は
精神保健福祉士の資格を有するものが７：１以上配置されていること。

④移行支援住居への入居を希望する利用者の入居に際して会議を開催した上で、利
用者の意向を反映した個別支援計画を作成すること。 【次頁に続く】
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3-3 共同生活援助
○グループホームから一人暮らしへの移行支援

●自立生活支援加算（Ⅲ） 80単位／日（３年以内の場合） 【続き】

⑤移行支援住居の入居者に対し、住居の確保その他退居後の一人暮らし等に移行す
るための活動に関する相談、外出の際の同行、指定障害福祉サービス事業者等、
医療機関等との連絡調整等の支援を実施すること。

⑥居住支援法人又は居住支援協議会に対して、定期的に、利用者の住宅の確保及び
居住の支援に必要な情報を共有すること。

⑦居住支援法人と共同して、利用者に対して在宅での療養上必要な説明及び指導を
行った上で、自立支援協議会や保健・医療・福祉等の関係者による協議の場に対
し、住宅の確保及び居住支援に係る課題を定期的に報告すること。

・算定期間は移行支援住居入居から３年間が原則。ただし、市町村が引き続き移行
支援住居での支援が効果的と認める場合は延長可。

・移行支援住居を設けた場合、利用者の選択に資するため、インターネット等で
公表することが望ましい。
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3-3 共同生活援助
○グループホームから一人暮らしへの移行支援

●退居後共同生活援助サービス費 2,000単位／月 （新設）

・ＧＨを退居した利用者（自立生活支援加算（Ⅰ）又は（Ⅲ）を算定していた者に
限る）に対し、当該利用者の居宅を訪問して以下の要件を満たす内容の支援を
行った場合に、退居日の属する月から３月間（特別に市町村が認めた利用者に対
しては６月間）に限り、１月につき所定単位数を算定。

①利用者の一人暮らし等への移行に当たって会議を開催した上で、利用者の意向を
反映した個別支援計画を作成すること。

②おおむね週１回以上、利用者の居宅を訪問することにより、当該利用者の心身の
状況、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の把握を行い、必要な情
報の提供及び助言並びに相談、指定障害福祉サービス事業者等、医療機関等との
連絡調整等の支援を実施すること。
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3-3 共同生活援助
○日中支援加算（Ⅱ） 要件見直し

【従来】包括型・外部型・日中型ＧＨで、利用者の心身の状態により日中サービス
事業所を利用できないために日中支援を行った場合であって、当該支援を
行った日が１月につき２日を超える場合に、当該２日を超える期間につい
て１日につき所定単位数を加算

【改正】包括型・外部型ＧＨで、（中略）日中に支援を行った場合に、１日につき
所定単位数を加算 ※日中型は対象外に

○個人単位の居宅介護等の利用の特例的取扱い 経過措置延長

・重度障害者に係る利用者ごとの個人単位での居宅介護等の利用について、経過措
置を令和９年３月31日まで延長。

・ただし、所要時間が８時間以上である場合は、所定単位数の100分の95を算定。
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４ 通所系サービス

4-1 通所系事業所共通
4-2 生活介護
4-3 就労継続支援Ａ型
4-4 就労継続支援Ｂ型
4-5 就労移行支援
4-6 就労定着支援
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4-1 通所系事業所共通
○食事提供体制加算（要件見直し）

・栄養面での配慮を評価する観点から、一定の要件を満たす場合に評価す
ることとなった。（令和９年３月31日まで経過措置）

【現行】収入が一定額以下の利用者に対して、事業原則として当該施設内
の調理室を使用して、食事の提供を行った場合、算定可

【改正後】現行要件に加え、以下を満たす場合、算定可

①管理栄養士等が献立作成に関与（外部委託可）、又は献立を確認して

いること

②利用者ごとの摂食量を記録していること

③利用者ごとの体重やＢＭＩを定期的に記録していること
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4-1 通所系事業所共通
○施設外支援に関する事務処理の簡素化

施設外支援について、従来は１週間毎に個別支援計画の見直しを行う
ことが義務付けられていたところ、１ヶ月毎の見直しとなった。

○施設外就労に関する実績報告書の提出義務の廃止

報酬請求に当たっては、施設外就労に関する実績について、事業所から
毎月の提出は不要とする。

※事業所には施設外就労の実績記録を作成・保存する義務あり。
利用者の訓練状況等の実態把握のため、自治体から当該文書の提出を
求められることがあります。
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4-2 生活介護
○基本報酬区分の見直し（サービス提供時間の考慮）

【従来】利用定員・障害支援区分により報酬額が決定

【改正後】さらにサービス提供時間を加味して個別に報酬額を設定

※サービス提供時間は、原則的に「実際のサービス提供時間」ではなく「個別支援
計画上のサービス提供時間」に基づく。また、送迎時間は原則含まない。
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4-2 生活介護
○基本報酬区分の見直し（定員区分の細分化）

利用定員単位の報酬区分について、従来の20人毎の区分から10人毎の

区分に細分化

○延長支援加算の改正

基本報酬がサービス提供時間単位になったことに伴い、延長支援加算の
評価基準も改正
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4-2 生活介護
○平均利用者数の算定方法の変更

・従業員の必要配置員数を算定する上で参照する前年度の平均利用者数

を求める際、利用時間の短い利用者について配慮されるようになった

・５時間未満の利用者は0.5人/日、５時間以上７時間未満の利用者は

0.75人/日として算定

・平均利用者数＝年間延べ利用者数（Ａ）÷開所日数（小数点第２位以下切上）

Ａ＝（５時間未満の延べ利用者×0.5）＋（５時間以上７時間未満の延
べ利用者×0.75）＋７時間以上の延べ利用者

38



4-2 生活介護
○人員配置体制加算

人員配置体制加算（Ⅰ） 定員20人以下：321単位/日 （新設）

・区分５、区分６に該当する者またはこれに準ずる者（※）の総数が利用者数の
合計数のうち100分の60以上（従来の人員配置体制加算（Ⅰ）と同様）

・利用者数：従業員数 ≧ 1.5：1 （平均利用者数はP13の算定方法で算出）

・従来の人員配置体制加算（Ⅰ）は人員配置体制加算（Ⅱ）に（比率1.7：1）

・平均利用者数の算定方法変更により上位の加算が取り易くなった

（※）行動関連項目合計が10点以上である者又は区分4以下で喀痰吸引等を必要と
するもの
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4-2 生活介護
○福祉専門職員配置等加算

福祉専門職員配置等加算（Ⅲ）が（Ⅰ）or（Ⅱ）との併給が可能に

・福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）

常勤の直接処遇職員のうち、有資格者（※）が35％以上

・福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）

常勤の直接処遇職員のうち、有資格者が25％以上

・福祉専門職員配置等加算（Ⅲ）

直接処遇職員の総数（常勤換算）のうち、常勤の者が75％以上

＋常勤の直接処遇職員のうち、勤続３年以上の者が30％以上

（※）社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、公認心理師
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4-2 生活介護
○常勤看護職員等配置加算

所定単位数に常勤換算の看護職員数（小数点以下切捨）を乗じた単位数になる

定員数20名、看護職員が常勤換算で２人の場合：28×２＝56単位/日
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4-2 生活介護
○入浴支援加算 80単位/日 （新設）

医療的ケアが必要な者又は重症心身障害者に対して、入浴に係る支援を
提供した場合、１日につき所定単位数を加算できる。

○喀痰吸引等実施加算 30単位/日 （新設）

医療的ケアが必要な者であって喀痰吸引等が必要なものに対して、喀痰吸引等を
実施について登録した事業所において、喀痰吸引等の実施のために必要な知識・
技能を修得するための研修を修了した職員が喀痰吸引等を行った場合に、１日に
つき所定単位数を加算できる。
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4-3 就労継続支援Ａ型
○スコア方式における評価項目の見直し
【従来】

【改正後】
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4-3 就労継続支援Ａ型
○スコア方式における評価項目の見直し

事業者の経営改善への取組が一層評価されるよう、「生産活動」のスコ
ア項目の点数配分を高くするなど、各項目の得点配分が見直された。

・労働時間の評価について、平均労働時間が長い事業所の点数を高く設定。

・生産活動の評価について、生産活動収支が賃金総額を上回った場合には加点、
下回った場合には減点する。

・利用者の知識及び能力の向上のための支援の取組を行った場合について評価項目
を新設。

・経営改善計画書未提出の場合及び経営改善計画に基づく取組を行っていない場合
について減点項目を新設

○スコア評価結果について、障害福祉サービス等情報検索ウェブ
サイト（WAMNET）にて年１回以上公表するよう基準上明文化。
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4-4 就労継続支援Ｂ型
○基本報酬の改定

・平均工賃月額に応じた報酬区分が改定され、1.5万円

以上の区分は増額された一方、1.5万円未満の区分は

減額される。

・人員配置体制６：１の報酬区分を新設。

（就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ））

45



4-4 就労継続支援Ｂ型
○平均工賃月額の算定方法改定

・障害特性により利用日数が少なくなる利用者に配慮した改正

・月の途中で利用開始・終了した利用者等の除外規定は廃止

・令和５年度工賃実績の報告、令和６年度工賃向上計画は新基準にて算定のこと
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4-4 就労継続支援Ｂ型
○短時間利用減算 （新設）

・就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅳ）～（Ⅵ）（平均工賃月額を用いない
報酬区分）を取得する事業所のみ対象。

・利用時間が４時間未満の利用者の割合が利用者全体の50％以上の場合、
適用。

・適用される場合は所定単位数の100分の70を算定する。（30％減算）

※各種加算がなされる前の単位数から減算
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4-4 就労継続支援Ｂ型
○目標工賃達成指導員配置加算（要件見直し）

・６：１の人員配置区分の創設に伴い、取得要件を変更

・以下の要件を満たす場合取得可能

①就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ）又は就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅳ）

（人員配置体制６：１）を算定している

②「目標工賃達成指導員」を常勤換算で１名配置している

③目標工賃達成指導員、職業指導員及び生活支援員の総数（常勤換算）が

利用者数：職員数≧５：１となる数以上

48



4-4 就労継続支援Ｂ型
○目標工賃達成加算 10単位/日 （新設）

・以下の要件を満たす場合取得可能

①「目標工賃達成指導員配置加算」を取得していること。

②前年度の工賃向上計画で定めた目標工賃を達成していること。

③②で達成した前年度の目標工賃≧（前々年度の平均工賃月額＋
（前々々年度の全国平均工賃月額－前々々々年度の全国平均工賃
月額））を満たすこと。

49



4-4 就労継続支援Ｂ型
例：令和６年度の実績に係る加算を令和７年度に算定する場合
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4-5 就労移行支援
○利用定員規模の見直し

従来は定員20名が下限であったが、定員10人から実施可能に

○支援計画会議実施加算の見直し
「地域連携会議実施加算」に改称、従来は地域の就労支援機関との会議にサー
ビス管理責任者の参加が必須だったが、サビ管以外が会議に出席する区分を追加。

●地域連携会議実施加算（Ⅰ） 583単位／回
サービス管理責任者が支援計画等の原案及び実施状況について説明の上、関係者

に専門的な見地からの意見を求め、就労移行支援計画の作成等を行った場合、１月
につき１回、かつ１年につき４回を限度として、所定単位数を加算。

●地域連携会議実施加算（Ⅱ） 408 単位／回 （新設）
サービス管理責任者以外の職業指導員、生活支援員、就労支援員が（中略）、就

労移行支援計画の作成等を行った上で、サービス管理責任者に対しその結果を共有
した場合に、１月につき１回かつ１年につき４回を限度として、所定単位数を加算。

※算定は（Ⅰ）と（Ⅱ）合わせて１月につき１回かつ１年につき４回が限度
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4-6 就労定着支援
○報酬体系の見直し

基本報酬について、従来の利用者数と就労定着率に応じた報酬体系ではなく、
就労定着率のみに応じた報酬体系とする。

○支援体制構築未実施減算 （新設）
サービス終了後も引き続き支援が必要と見込まれる利用者の情報を雇用先等へ

適切に引き継ぐために必要な措置（要支援者情報の共有に係る指針の策定・責任者
の選任、記録の作成及び保存）を実施していない場合、所定単位数の10％を減算。

○定着支援連携促進加算の見直し
「地域連携会議実施加算」に改称、地域の就労支援機関等と連携して行うケー

ス会議にサビ管以外が出席する区分を追加（就労移行支援の同名加算と同趣旨）

●地域連携会議実施加算（Ⅰ） 579単位／回：サビ管要出席

●地域連携会議実施加算（Ⅱ） 405 単位／回（新設）：サビ管以外（要報告）

※算定は（Ⅰ）と（Ⅱ）合わせて１月につき１回かつ１年につき４回が限度
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